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1 正誤表 1
P60 4.1.3(4)解

説

また，支圧強度の特性値については他の鋼材と同様
に引張降伏強度の1.5倍とするが，引張強度は超えな
いものとして設定された。

また，支圧強度の制限値については他の鋼材と同様
に引張降伏強度の1.5倍とするが，引張強度は超え
ないものとして設定された。

「特性値」→「制限
値」

2018.1.25掲載
2024.10.1
Ver1.00

第２刷で訂正

2 正誤表 2
P92 5.3.12(2)2)

解説
実際の応力度が支間をとして計算したものよりも小さ
いことが確実に見込まれる場合に適用できる。

実際の応力度が支間をl として計算したものよりも小
さいことが確実に見込まれる場合に適用できる。

「l 」の追記 2018.1.25掲載 2024.10.1
Ver1.00

第２刷で訂正

3 正誤表 3
P93 5.3.12(3)

解説

なお，せん断応力度の制限値は，引張応力度の制限
値の，支圧応力度の制限値は引張応力度の制限値
の1.5倍として規定されている。

なお，せん断応力度の制限値は，引張応力度の制限
値の1/√3，支圧応力度の制限値は引張応力度の
制限値の1.5倍として規定されている。

「1/√3」の追記
2018.1.25掲載 2024.10.1

Ver1.00
第２刷で訂正

4 正誤表 4
P528

20.8.1解説
このため，横方向突合せ溶接継手のみならず落橋防
止装置などの付属物を含め，全ての完全溶込み開先
溶接による溶接継手は，

このため，横方向突合せ溶接継手のみならず，落橋
防止構造及び付属物に用いる，全ての完全溶込み
開先溶接による溶接継手は，

「落橋防止装置な
どの付属物」→「，
落橋防止構造及び
付属物に用いる」

2018.1.25掲載 2024.10.1
Ver1.00

第２刷で訂正

5 正誤表 5
P547 20.8.4(2)6)

ⅲ)解説

このため，落橋防止装置などの付属物を含め，全て
の完全溶込み開先溶接による溶接継手は，原則とし
て，反対側からの溶接を行う前に健全な溶接層まで
裏はつりを行う必要がある。

このため，落橋防止構造及び付属物に用いる，全て
の完全溶込み開先溶接による溶接継手は，原則とし
て，反対側からの溶接を行う前に健全な溶接層まで
裏はつりを行う必要がある。

「落橋防止装置な
どの付属物」→「落
橋防止構造及び付
属物に用いる」

2018.1.25掲載 2024.10.1
Ver1.00

第２刷で訂正

6 正誤表 6 P358 13.4.3解説 ν B ：座屈安全率で式（解13.4.10）による。 ν B ：座屈安全率で式（解13.4.1）による。 「解13.4.10」→「解
13.4.1」

2018.5.14掲載 2024.10.1
Ver1.00

第２刷で訂正

7 正誤表 7
P56 4.1.3(3)2)

表-4.1.11
表-4.1.11　支圧接合用高力ボルトのせん断強度の特
性値（N/mm²）

表-4.1.11　支圧接合用高力ボルトの強度の特性値
（N/mm²）

「せん断」の削除
※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

8 正誤表 8
P56 4.1.3(3)3)

表-4.1.13
表-4.1.13　引張接合用高力ボルトの引張強度の特性
値（N/mm²）

表-4.1.13　引張接合用高力ボルトの強度の特性値
（N/mm²）

「引張」の削除
※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正
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9 正誤表 9
P151 8.2.2(2)

式(8.2.1)
γ F=γ F1×γ F2×γ F3×i f ×γa・・・・・・・・・・・・・（8.2.1) γ F=γ F1×γ F2×γ F3×(1＋i f )×γa・・・・・・・・・・・（8.2.1)

「i f 」→「(1＋i f )」

※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

10 正誤表 10
P151 8.2.2(2)

式(8.2.1)

γ F2：同時載荷等補正係数2（影響線の基線長の違いが

変動応力に与える影響を考慮するための係数）。
（log L B 1 + 1.50 ）/3.0　（ただし，2/3≦γ F2≦1.00)

γ F2：同時載荷等補正係数2（影響線の基線長の違いが

変動応力に与える影響を考慮するための係数）。
（log10 L B 1 + 1.50 ）/3.0　（ただし，2/3≦γ F2≦1.00)

「log L B 1」→「log10

L B 1」

※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

11 正誤表 11
P177 8.3.2(3)

表-8.3.7(k)

「1.(1)1）」→
「1.(2)1）」
※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

12 正誤表 12 P183
8.3.2(3)③
解説

本規定では，D等級を満たすフィレット半径を，フィレッ
ト半径と主板の全幅d の比r /d が1/3以下あるいはフィ

レット半径r が200mm以上としている。

本規定では，D等級を満たすフィレット半径を，フィ
レット半径と主板の全幅dの比r /d が1/3以上あるい

はフィレット半径r が200mm以上としている。
「以下」→「以上」 2019.1.16掲載

2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

(2)1)
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13 正誤表 13
P199 8.5.2(6)2)

図-8.5.2

寸法，中心線の追
記
※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

14 正誤表 14 P266
9.8.2(1)解
説

σ y ：表-4.1.13に規定される引張接合用高力ボルトの

引張強度の特性値（N/mm²）

σ y ：表-4.1.13に規定される引張接合用高力ボルトの

引張降伏強度の特性値（N/mm²）
「降伏」の追記

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

15 正誤表 15 P274
9.11.2(1)1)
式（9.11.2）

σ uk ：表-4.1.13に示す引張接合用高力ボルトの引張降

伏強度の特性値（N/mm²）

σ uk ：表-4.1.13に示す引張接合用高力ボルトの引張

強度の特性値（N/mm²）

「引張降伏強度」→
「引張強度」
※2019.1.16、「橋、
高架の道路等の技
術基準の改定につ
いて」の誤字脱字
の修正に伴う修正

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

16 正誤表 16 P275
9.11.2(1)
解説

引張接合用高力ボルトの引張力の制限値V tu 1は，表

-解9.11.1の強度の特性値を使用して算出される値N u

に各種の部分係数を乗じたものを用いてよい。

引張接合用高力ボルトの引張力の制限値V tud は，表

-解9.11.1の強度の特性値を使用して算出される値
N u に各種の部分係数を乗じたものを用いてよい。

「V tu 1」→「V tud 」 2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

17 正誤表 17
P275

9.11.2(1)
解説

σ uk ：JIS B 1186：2013に規定されるボルトの破断強度

の下限値

σ uk ：表-4.1.13に規定される引張接合用高力ボルトの

引張強度の特性値（N/mm²）
2019.1.16掲載 2024.10.1

Ver1.00
第３刷で訂正

18 正誤表 18 P281
10.1(1)解
説

かつ橋の立体的は機能の確保に必要な性能をも有し
ている必要があり，このことについてに十分な検討が
必要となる。

かつ橋の立体的な機能の確保に必要な性能をも有し
ている必要があり，このことについてに十分な検討が
必要となる。

「は」→「な」
2019.1.16掲載 2024.10.1

Ver1.00
第３刷で訂正

19 正誤表 19
P319 11.5(4)解

説
床版の2方向にプレストレスを導入する場合は，(5)及
び11.2.4(3)の規定を満たせばよい。

床版の2方向にプレストレスを導入する場合は，(4)及
び11.2.4(3)の規定を満たせばよい。

「(5)」→「(4)」 2019.1.16掲載
2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

20 正誤表 20
P333

11.8.5(3)
解説
図-解
11.8.2

図-解 11.8.2　縦リブの剛性と縦リブ支間長（横リブ間

隔）の関係10)
図-解 11.8.2　縦リブの剛性と縦リブ支間長（横リブ間

隔）の関係9) 「10)」→「9)」
2019.1.16掲載 2024.10.1

Ver1.00
第３刷で訂正

21 正誤表 21
P467

18.4解説
死活荷重比率とξ1×ξ2の関係は死活荷重比率の増加

によってが減少する線形関係で与えられている。

死活荷重比率とξ1×ξ2の関係は死活荷重比率の増

加によってξ1×ξ2が減少する線形関係で与えられて

いる。

「ξ1×ξ2」の追記 2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

22 正誤表 22
P468

18.4解説
死活荷重比率の小さいエクストラドーズ橋において
ξ1×ξ2が大きく，

死活荷重比率の小さいエクストラドーズド橋において
ξ1×ξ2が大きく， 「ド」の追記

2019.1.16掲載 2024.10.1
Ver1.00

第３刷で訂正

d+1535
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23 正誤表 23
P101 5.4.2(3)解

説
軸方向圧縮力を受ける両縁支持板の限界状態3の局
部座屈に対する圧縮応力度の制限値は，

軸方向圧縮力を受ける自由突出板の限界状態3の
局部座屈に対する圧縮応力度の制限値は，

「両縁支持板」→
「自由突出板」

2019.2.26掲載 2024.10.1
Ver1.00

第４刷で訂正

24 正誤表 24
P110 5.4.4（1）

式(5.4.18)
「0.733」→「0.773」 2019.2.26掲載 2024.10.1

Ver1.00
第４刷で訂正

25 正誤表 25
P359

13.4.3解説
表-13.4.2は，前述の式（解13.4.5）において，
σ＝0.45σaとτ＝τaが共存する場合を考え，

表-13.4.2は，前述の式（解13.4.5）において，
σ＝0.45σtydとτ＝τydが共存する場合を考え，

「σ＝0.45σa」→

「σ＝0.45σtyd」

「τ＝τa」→

「τ＝τyd」

2024.11.5掲載 2024.12.27
Ver 2.00
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